
 

 

令和３年度第１回県南広域振興圏地域協働委員会議 
 

 

 

日 時：令和３年６月 14日（月) 13：30～16:30 

場 所：奥州地区合同庁舎分庁舎３階大会議室 

 

 

 

次    第 
 

 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶  

 

３ 議 題 

令和２年度県南広域圏の重点施策の達成状況及び令和３年度の重点

施策の取組方向について   

 

４ その他 

 

５ 閉 会 

 

 

 

 

 

＜資料＞ 
 

【№１】令和２年度県南広域振興圏施策評価結果調書（概要版） 

【№２】令和２年度県南広域振興圏施策評価結果調書（暫定版） 

【№３】令和３年度県南広域振興局の施策推進方針  

【№４】令和３年度広域振興事業・地域経営推進費（県事業）事業一覧 

【№５】令和２年度第２回県南広域振興圏地域協働委員会議における御意見に対する対応状況 

【№６】県南広域振興圏地域協働委員設置要綱  

 



【地域協働委員】

基本
方向

氏名 分野 市町 所属等 備考

Ⅰ 佐々木　　　裕
健康づくり
医療・福祉
子育て

奥州市
株式会社ケアサービスゆたか代表取締役、社会福祉法人優愛会理事
岩手県介護支援専門員協会副会長、胆江地区介護支援専門員協議会副会長

Ⅰ 小笠原　    隆
健康づくり
医療・福祉
子育て

金ケ崎町
社会福祉法人フレンドシップいわて　障害者支援施設虹の家施設長兼管理者
共同生活援助グループホームなないろ　管理者
放課後等デイサービス虹の家管理者
一般社団法人岩手県社会福祉士会理事

欠席

Ⅰ 小野寺　真　澄
環境保全
社会資本整備
防災・減災

一関市 ニッコー・ファインメック株式会社　代表取締役社長

Ⅰ 佐　賀　忠　臣
環境保全
社会資本整備
防災・減災

花巻市
株式会社佐賀建設　代表取締役
岩手県建設業協会青年部連絡協議会　副会長

Ⅰ 千　葉　　　稔
環境保全
社会資本整備
防災・減災

奥州市
奥州市防災士会「絆」　会長
岩手県地域防災サポーター

Ⅰ 岩　隈　大　樹
まちづくり
地域コミュニティ
移住定住

金ケ崎町
合同会社いと・をかし代表社員
古民家交流空間「永-TOKOSHIE」オーナー
元金ケ崎町地域おこし協力隊

Ⅰ 藤　原　朝　子
まちづくり
地域コミュニティ
移住定住

西和賀町西和賀町産業公社企画課係長

Ⅱ 佐々木　優　弥
ものづくり産業
伝統産業 平泉町

有限会社翁知屋　代表取締役
いわて県南エリア伝統工芸協議会　理事

Ⅱ 新　宮　由紀子
ものづくり産業
伝統産業 一関市
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いわて自動車関連産業集積促進協議会　幹事 欠席

Ⅱ 小　野　仁　志
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労働環境整備 平泉町

いちのせき若者サポートステーション　センター長、統括コーディネーター
特定非営利活動法人レスパイトハウス・ハンズ

Ⅱ 堀　内　恵　樹
雇用確保
労働環境整備 奥州市

プラザイン水沢（株式会社プラザ企画）　支配人
県南広域振興局キャリア教育サポーター

Ⅲ 長　屋　あゆみ 観光
スポーツ 北上市
NPO法人フォルダ　理事長
スポーツリンク北上　理事
岩手県スポーツ推進審議会委員
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Ⅲ 南　洞　法　玲 観光
スポーツ 平泉町 毛越寺　総務次長

Ⅲ 高　見  章　子 食産業 花巻市 株式会社エーデルワイン総務部長兼ワインシャトー大迫店長

Ⅲ 大　内  友　規 文化
芸術 奥州市
前沢商工会　主任
前沢ふれあいセンター

Ⅳ 桶　田　陽　子 農業 遠野市 農事組合法人宮守川上流生産組合　副組合長兼農産物加工部長

Ⅳ 佐々木　勝　志 農業 花巻市
有限会社佐々木農園　代表取締役
岩手県農業法人協会　副会長

Ⅳ 安  倍  和  明 林業 奥州市 明和フォレステック㈲　代表取締役
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令和２年度 県南広域振興圏施策評価結果調書（概要版）

４ 10の重要施策の取組結果１ 趣旨

● この調書は、県民計画、地域振興プランに基づく県南広
域圏の重点施策に基づく、令和２年度の具体的推進方策の
進捗状況を示すもの。

● 今後、地域振興プランで設定した県南圏域重点指標の達
成状況や地域の意見を十分に踏まえ、必要な見直しを行い
ながら、方策や事業を推進していく。

３ 振興施策の基本方向の取組結果

Ⅰ 多様な交流が生まれ、一人ひとりが生涯を通じて健やかにいきい
きと暮らせる地域

Ⅲ 世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめ多彩な魅力の発信により多く
の人々が訪れる地域

Ⅳ 米・園芸・畜産や林業などの多様な経営体が収益性の高い農林業
を実施する地域

【基本方向】
① 質の高い医療介護サービスを提供できる体制構築、
関係団体との連携による環境保全の取組
② 安全・安心な生活を支える社会資本整備・維持管理
③ 国際化を見据えた生活環境整備、魅力ある地域づくり
【取組結果】
● 生活習慣病の発症・重症化予防に向けた研修会等の開催
● ＨＡＣＣＰ衛生管理計画の策定に向けた研修の実施
● 外国人が安心して医療を受けられる体制の整備に向けた医療通訳研修会の開催

Ⅱ 世界に誇れる産業の集積を進め、岩手で育った人材が地元で働き
定着する地域

【基本方向】
① 地域企業の技術力と競争力の向上等による一層の産業集積の推進
② 地域の伝統産業の振興
③ 圏域の産業を支える人材の確保・育成・定着
【取組結果】
● 第４次産業革命技術（ＩｏＴ等）の導入に向けたセミナー、

勉強会及び個別支援の実施
● 伝統産業の魅力発信と交流人口の拡大に向けた

「On-line五感市(ごかんいち)」の開催
● 企業の採用力向上のための勉強会の実施

【基本方向】
① 平泉の文化遺産などの歴史文化や食文化などの
地域の魅力発信による観光振興
② 観光客やビジネス客の受け入れのためのホスピタリティ向上
【取組結果】
● ワーケーションをテーマとした研修会を宿泊施設を対象に実施
● 地元での地産地消レストランフェアや体験型イベントの開催
● 「平泉世界遺産の日」周知ポスターの作成・配布

【基本方向】
① 企業的経営体の育成、収益性の高い産地の形成、活力ある地域づくりの推進
② 林業の担い手の育成・確保、低コスト林業による森林資源の循環利用、特用林産物
のブランド力回復と販路拡大

【取組結果】
● 企業的経営体育成候補者を対象とした経営計画の
作成・実践支援や経営ノウハウの習得を図るサミットの開催
● 高校生や保護者への森林・林業の現状紹介や

現場体験会の実施

● 生活習慣病の発症・重症化予防に向けた事業所等を対象とした研修会やシンポジウム等
の開催

● 企業訪問等による「いわて子育てにやさしい企業等」認証制度の普及拡大に向けた取組
▲ 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、災害医療実地訓練を中止したため、
災害医療実地訓練等の実施回数にやや遅れ

１ 健やかに安心して暮らせる地域社会をつくります

● ＩＬＣ関係者など、外国人が安心して医療を受けられる体制の整備に向けた医療通訳研
修会の開催支援

● 関係人口拡大に向けたセミナー・ワークショップのオンライン開催

３ 一人ひとりがいきいきと生活できるコミュニティをつくります

▲ ウェブセミナー形式の説明会に対応できない一部の対象企業があったことが一因と
なり、廃棄物排出事業者等説明会への参加企業数にやや遅れ

● ＨＡＣＣＰ衛生管理計画の策定に向けた研修の実施
● 橋梁の耐震補強、通学路を中心とした歩道整備

２ 快適で安全・安心な生活環境をつくります

● 企業の採用力向上のための勉強会の実施
● 「いわて企業ガイド」の配架等による、生徒・保護者等への地域企業の情報提供
● Ｕ・Ｉターンの促進に向けたフェア等での管内企業情報の発信

５ ライフスタイルに応じた新しい働き方ができる環境づくりと人材育成による地
元定着を促進します

● 第４次産業革命技術（ＩｏＴ等）の導入に向けたセミナー、勉強会及び個別支援の実施
● 伝統産業の魅力発信と交流人口の拡大に向けた「On-line五感市(ごかんいち)」の開催
● 広域的な物流の効率化、生産性の向上につながる道路整備

４ ものづくり産業の集積を進め、競争力を高めます

● ワーケーションをテーマとした研修会を宿泊施設を対象に実施
● 県南広域圏マラソン等連携事業（県南レジェンドランナーズ）のオンライン企画や
自主イベントの実施

６ 地域の魅力の発信による交流を広げます

● 地元での地産地消レストランフェアや体験型イベントの開催
● 地域食材の輸出拡大に向けた地元企業による県内港湾を使った国際物流ルート構築に係
る実証実験の実施

７ 食産業のネットワークを活用し、交流人口の拡大を図ります

● 「平泉世界遺産の日」周知ポスターの作成・配布
▲ 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、観光施設が一時閉鎖したことで、平泉町の
観光客数が大きく減少し、世界遺産等の来場者数が未達成

８ 文化芸術を生かした地域づくりを進めます

・

● 企業的経営体育成候補者を対象とした経営計画の作成・実践支援や経営ノウハウの習得
を図るサミットの開催

● 金色の風・銀河のしずくのブランド確立に向けた栽培モデルほ場の設置等による高品質
米の生産体制強化等

● 労働力の安定確保に向けた支援員の設置等による 農福連携マッチング支援

９ 企業的経営体が中心となった収益性の高い産地の形成と協働・連携による
農村地域の活化を進めます

● 高校生や保護者への森林・林業の現状紹介や現場体験会の実施
● 林業技術者の育成・確保に向けたスキルアップ講座の開催やスマート林業の導入のため
の研修会の開催

● 栽培技術勉強会の開催等、林間畑わさびの新たな産地形成に向けた支援

10 森林資源の循環利用により、林業・木材産業を振興します

２ 全体の状況

＜目指す姿（地域振興プラン・県南広域振興圏）＞
人とのつながり、県南圏域の産業集積や農林業、多様

な地域資源を生かしながら、暮らしと産業が調和し、世界
に向け岩手の未来を切り拓く地域

＜令和２年度における重点施策ごとの重点指標の進捗状況＞

Ⅰ 多様な交流が生
まれ、一人ひとりが生
涯を通じて健やかに
いきいきと暮らせる
地域

１ 健やかに安心し
て暮らせる地域社
会をつくります

２ 快適で安全・安
心な生活環境をつ
くります

３ 一人ひとりがい
きいきと生活できる
コミュニティをつくり
ます

Ⅱ 世界に誇れる産
業の集積を進め、岩
手で育った人材が地
元で働き定着する地
域

４ ものづくり産業の
集積を進め、競争
力を高めます

５ ライフスタイルに
応じた新しい働き方
ができる環境づくり
と人材育成による地
元定着を促進しま
す

Ⅲ 世界遺産「平泉
の文化遺産」をはじめ
多彩な魅力の発信に
より多くの人々が訪
れる地域

６ 地域の魅力の発
信による交流を広
げます

７ 食産業のネット
ワークを活用し、交
流人口の拡大を図
ります

８ 文化芸術を生か
した地域づくりを進
めます

Ⅳ 米・園芸・畜産や
林業などの多様な

経営体が収益性の高
い農林業を実践する
地域

９ 企業的経営体が
中心となった収益性
の高い産地の形成
と協働・連携による
農村地域の活性化
を進めます

10 森林資源の循
環利用により、林
業・木材産業を振
興します

健康・環境・安心
安全・コミュニティ

観光・食産業・文
化スポーツの振興

ものづくり産業の
振興・人材育成・
定着

農林業の振興

◆達成の割合（実績値／目標値）

※ 円グラフは具体的な推進方策ごと
に設定した事業進捗の指標

資料№１

達成
A

概ね達成
B

やや遅れ
C

未達成
D

集計中
E

健康・環境・安心安全・コニュニティ 28.6% 7.1% 0.0% 0.0% 64.3%
ものづくり産業の振興・人材育成・定着 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
観光・食産業・文化スポーツの振興 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
農林業の振興 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

全体 18.2% 4.5% 0.0% 0.0% 77.3%

A 達成（100％以上）
B 概ね達成（80％以上 100％未満）
C やや遅れ（60％以上 80％未満）

D 未達成（60％未満）
E 集計中

18.2%

(4指標) 4.5%

(1指標)

77.3%

(17指標)

22指標

33.3%

(4指標)

16.7%

(2指標)

8.3%

(1指標)

41.7%

(5指標)
12指標

66.7%

(2指標)

33.3%

(1指標)

3指標

75.0%

(6指標)

25.0%

(2指標)

8指標

20.0%

(1指標)

80.0%

(4指標)

5指標

75.0%

(3指標)

25.0%

(1指標)

4指標

50.0%

(2指標)
25.0%

(1指標)

25.0%

(1指標)

4指標

25.0%

(3指標)

33.3%

(4指標)

41.7%

(5指標)
12指標

16.7%

(1指標)

16.7%

(1指標)

66.7%

(4指標)

6指標

50.0%

(7指標)

25.0%

(3指標)

8.3%

(1指標)

8.3%

(1指標)

12指標

48.1%

(13指

標)

18.5%

(5指標)

7.4%

(2指標)

25.9%

(7指標)

27指標

46.2%

(6指標)

7.7%

(1指標)

7.7%

(1指標)

38.5%

(5指標)
13指標

22.2%

(4指標)

27.8%

(5指標)

50.0%

(9指標)
18指標

66.7%

(2指標)

33.3%

(1指標)

3指標

72.7%

(8指標)

27.3%

(3指標)

11指標



 





1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

61



62



63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



令 和 ３ 年 度 県 南 広 域 振 興 局 の 施 策 推 進 方 針 

目指す将来像 人とのつながり、県南圏域の産業集積や農林業、多様な地域資源を生かしながら、暮らしと産業が調和し、世界に向け岩手の未来を切り拓く地域 

【令和３年度の取組方向】  

Ⅰ 多様な交流が生まれ、一人ひとりが生涯を通じて健やかにいきいきと暮らせる地域 
【基本方向】 

① 質の高い医療介護サービスを提供できる体制構築、関係団体との連携による環境保全の取組 

② 安全・安心な生活を支える社会資本整備・維持管理 

③ 国際化を見据えた生活環境整備、魅力ある地域づくり 

Ⅱ 世界に誇れる産業の集積を進め、岩手で育った人材が地元で働き定着する地域 
【基本方向】 

① 地域企業の技術力と競争力の向上等による一層の産業集積の推進 

② 地域の伝統産業の振興 

③ 圏域の産業を支える人材の確保・育成・定着 

１ 健やかに安心して暮らせる地域社会をつくります 

【健康づくりの推進】 

① 生活習慣病の予防に向け、スーパーマーケット等と連携し健康的な食生活に誘導する意識啓発〔地新規〕 

 

 

② 心の健康の知識を持ち、地域や職場での見守りができるゲートキーパーの養成等の総合的対策に

向けた研修等の開催 

 

【地域医療の確保充実と医療と介護の連携体制の推進・地域包括ケアシステムの構築】 

① 高校生を対象に、医療・介護・保育職等の人材確保に向けた医療職セミナーや福祉カフェの開催〔地拡充〕 

【障がい者の自立活動の支援】 

① 障がい者の工賃向上に資する農福連携の推進に向けた事業者と農業者とのマッチング支援 

【結婚支援対策・子育てしやすい環境整備】 

① 「いわて子育てにやさしい企業等」認証制度の普及拡大、「いわて子育て応援の店」の協賛店拡充 

 

２ 快適で安全・安心な生活環境をつくります 

【地球温暖化防止・野生鳥獣の保護管理・動物との共生社会の実現】 

① 「いわて地球環境にやさしい事業所」認定制度の普及拡大、エコスタッフの養成に向けた研修等の実施 

② 有害鳥獣の個体数管理の役割を担う狩猟者の育成と、鳥獣被害防止に向けた普及啓発〔地拡充〕 

 

③ 犬・猫の適正飼養に向けた普及啓発やミルクボランティアの取組促進 

【安全・安心の確保】 

① 橋梁の耐震補強（一般国道 107号日高見橋 等）や通学路を中心とした歩道整備（一般県道岩明岩

谷堂線藤里 等） 

３ 一人ひとりがいきいきと生活できるコミュニティをつくります  

【地域の国際化への対応・地域コミュニティづくり】 

① ＩＬＣ関係者など、外国人が安心して医療を受けられる体制の整備に向け、奥州市国際交流協会との連

携による医療通訳スタッフを育成する研修会の開催 

 

② 仙台圏在住の学生・社会人を対象に、関係人口拡大に向けたワークショップ等の開催 

 

③ 地域公共交通の維持確保に向けた勉強会の開催 

１ ものづくり産業の集積を進め、競争力を高めます 

【地域企業の技術力・生産性向上の支援】 

① ものづくり企業の自動車産業や医療機器産業の参入促進につながる品質マネジメント講座の開催

や、企業ニーズに対応したオーダーメイド研修の実施 

② ものづくり企業の生産性向上の取組支援のため、第４次産業革命技術（ＩｏＴ等）の技術者養成講

座の開催による導入支援、盛岡局と連携したＩＴ企業とものづくり企業とのマッチング支援 

 

 

【自動車・半導体産業への参入促進】 

① ものづくり産業アドバイザーによる新規参入・取引拡大に向けた企業指導や勉強会等の開催 

【伝統産業の振興】 

① 「いわて県南エリア伝統工芸協議会」による情報発信や販路開拓の活動支援、伝統産業の魅力発信

と交流人口の拡大に向けた「オープンファクトリー五感市(ごかんいち)」の開催支援〔地拡充〕 

 

【道路整備による産業振興】 

① 広域的な物流の効率化、生産性の向上につながる道路整備（一般国道 342号白崖 等） 

 

２ ライフスタイルに応じた新しい働き方ができる環境づくりと人材育成による地元定着を促進します 

【人材確保、地域企業の理解促進】 

① 働きやすい労働環境整備に向けた国の支援制度や県の認証制度の周知、企業の採用力向上のため

の採用活動の手法や魅力発信等に関する勉強会の実施 

 

② 「いわて県南広域企業ガイド」の高等学校等への設置や配布、ホームページ掲載による生徒・保護

者等への地域企業の情報提供 

 

【若者の職業意識・地元志向の醸成、企業の人材育成、移住・定住の促進】 

① 職業意識の醸成に向けた就業支援員やキャリア教育サポーターによる高校生を対象としたガイダンスや、

小中学生を含めた企業見学・出前授業の実施、中学生の職場体験学習に係る先進事例の情報共有〔地拡充〕 

② Ｕ・Ｉターンの促進に向け、オンラインイベント等を活用した首都圏等在住者への企業情報等の

周知、移住者を受け入れる企業への訪問・開拓 

 

③ 児童生徒等を対象とした建設現場見学会の開催 

○がん、心疾患及び脳血管疾患で死亡する人数(人口 10万人当たり) 
H28:297.4人→R2:273.9人（男性） H28:152.4人→R2:134.0人（女性） 

○自殺死亡率(人口 10万人当たり)H29:21.5人→R2:18.5人 

○「いわて子育てにやさしい企業等」認証件数（累計）H29:39社→R3:119社 
 

○医療通訳研修会修了者数（累計）H29:32人→R3:60人 

○新規狩猟免許取得件数（累計）H29:116件→R3:516件 

○ものづくり関連分野の製造品出荷額 H28:12,910億円→R2:14,500億円 
○東北地域ものづくり関連分野の製造品出荷額における県南地域のシェア H28:12.6％→R2:14.5％ 

 

○高卒者の圏域内就職率 H29:63.9％→R3:85.0％ 

○物流の基盤となる道路整備延長（累計）H29:０ｍ→R3:14,880ｍ 
 

○企業ガイド（サイト）閲覧数 H29:3,782回→R3:4,300回 

○市町村窓口・移住相談会等における移住相談受付数 H29:650人→R3:700人 
 

○地域活性化イベント等による事業創出数 H29：０（事業/年）→R3:２（事業/年） 

 

○伝統産業の各種イベント等への来場者数（累計）H29:－人→R3:8,000人 
 

資料№３ 



令 和 ３ 年 度 県 南 広 域 振 興 局 の 施 策 推 進 方 針 

【令和３年度の取組方向】 

Ⅲ 世界遺産「平泉の文化遺産」をはじめ多彩な魅力の発信により多くの人々が訪れる地域 
【基本方向】 

① 平泉の文化遺産などの歴史文化や食文化などの地域の魅力発信による観光振興 

② 観光客やビジネス客の受け入れのためのホスピタリティ向上 

Ⅳ 米・園芸・畜産や林業などの多様な経営体が収益性の高い農林業を実践する地域 
【基本方向】 

① 企業的経営体の育成、収益性の高い産地の形成、活力ある地域づくりの推進 

② 林業の担い手の育成・確保、低コスト林業による森林資源の循環利用、特用林産物のブランド力回

復と販路拡大 

１ 地域の魅力の発信による交流を広げます 

【観光振興による交流拡大】 

① 世界遺産登録 10 周年や東北ＤＣを契機に、市町や関係団体と連携した「平泉世界遺産祭」の開催等

による誘客促進 

② 新たな観光コンテンツづくりや磨き上げを支援するセミナーの開催及び専門家の派遣 

③ ウィズコロナに対応した教育旅行モデルコースの作成・提案〔広拡充〕 

④ 首都圏の大学生を対象に、企業見学と観光地を巡る旅行商品造成に向けた取組の実施〔地新規〕 

 

【スポーツによる交流拡大】 

① ウィズコロナに対応した、市町のマラソン大会をつなぐ連携事業 

「いわて県南レジェンドランナーズ 17」の実施 

【道路整備による観光振興】 

① 県内各地の観光地を周遊する道路整備（主要地方道花巻大曲線小倉山 等） 

 

２ 食産業のネットワークを活用し、交流人口の拡大を図ります 

【食による交流拡大】 

① シェフとの交流イベントの開催や、地域の食の魅力を発信するシェフチーム結成・活動支援〔地新規〕 

② 地産地消レストランフェア（旬彩ごほうびフェア）の広域開催〔広拡充〕 

 

【国内外への取引拡大】 

① 地域食材の輸出拡大に向け、釜石港を利用した国際物流ルート構築に係る実証実験の実施 

② 関連企業等で構成する「食産業クラスターネットワーク」を活用し、個々の企業の経営課題に対応

するアドバイザーを派遣 

③ 管内食品事業者とバイヤーのマッチングに向けたビジネス交流会の実施 

 

 

３ 文化芸術を生かした地域づくりを進めます 

【伝統文化等の魅力発信】 

① ラジオ番組〔広新規〕や紙芝居動画を活用した、世界文化遺産の価値と 

魅力の発信 

② 平泉の文化遺産ガイダンス施設の開館に向け、地域の歴史文化や魅力を 

伝える観光ガイド研修会の開催 

１ 企業的経営体が中心となった収益性の高い産地の形成と協働・連携による農村地域の活性化を進めます 

【企業的経営体の育成】 

① 企業的経営体育成者等の経営発展のための研修会・意見交換会の開催 

② 新規就農者確保に向けた雇用就農促進の支援 

 

【産地の育成・強化】 

〔米〕各種イベントと連携した販売促進、首都圏米穀店等とのリモート産地交流会の開催、リモートセ

ンシング技術等の活用など、スマート農業技術普及のための実演会や研修会の開催 

 

〔園芸〕園芸団地の形成・運営支援等による大規模経営体の早期育成、労働力の安定確保に向けた支援

員の設置等による農福連携のマッチングの支援 

 

〔畜産〕子牛の暑熱ストレス等の改善方策のモデル実証〔地新規〕、関係者で構成するサポートチーム

による飼養管理の改善指導、牛伝染性リンパ腫感染予防に向けたモデル事業の実施 

〔その他〕大雪被害からの早期復旧に向けた水稲育苗用ハウス等の撤去・再建や農業機械の修繕等の支援 

【農畜産物のブランド化・農村地域の活性化】 

① 地理的表示保護制度（GI）等を活用した他産地との差別化による評価向上の支援 

② 束稲山麓地域世界農業遺産認定推進協議会の活動を通じた地域活性化の支援 

 

２ 森林資源の循環利用により、林業・木材産業を振興します 

【担い手の育成・確保、ＩＣＴの導入等による経営効率化】 

① 林業の担い手確保に向けた高校生や林業就業者への森林・林業の職業学習、作業体験会の実施 

 

【未利用資源を含む木材の利用促進・安定供給】 

① 松くい虫被害材を含むアカマツの有効利用手法の実証 

② 幼児から大人までを対象に、木育推進のための出前授業や体験会の開催〔地新規〕 

 

【特用林産物の産地再生・生産振興】 

① 原木しいたけの栽培指導・原木の安定供給の支援 

 

② 野生山菜等の出荷制限解除に向けた調査と解除後の出荷管理・指導 

③ 林間畑わさびの新規栽培希望者への講習会の開催や、栽培の手引きの作成・配布、栽培技術の普

及・定着のための定期巡回指導等の実施 
 

○県南圏域の観光入込客数（延べ人数）H29:1147.4万人回→R3:1168.9万人回 

○観光地へのアクセス道路整備延長（累計）H29:－ｍ→R3:11,910ｍ 
 

○食料品製造出荷額 H28:837億円→R3:870億円 
○商談会での取引成立件数 H29:99件→R3:115件 

○地産地消イベント参加人数 H29:－人→R3:24,000人 
 

○木材生産額 H29:5,120百万円→R2:5,180百万円 

○林業技能者数（累計）H29:163人→R3:200人 

○乾しいたけ植菌本数 H29:119千本→R3:129千本 

○農業産出額 H28:974億円→R3:983億円 

○企業的経営体の育成対象数（累計）H29:19経営体→R3:51経営体 
 

○米のオリジナル新品種販売数量 H29:1,738ｔ→R3:4,240ｔ 

○重点園芸品目の系統販売額 H29:4,580百万円→R3:4,918百万円 

○講習会参加者数（累計）H29:－人→R3:150人 
 



広域振興事業費　18,867千円

1
北上川流域における新技術を生かし
た産業振興事業費

第４次産業革命（ＩｏＴ等）の新技術の導入支援や普及
拡大、生産現場における新技術の実装化に向けた実証、
更に地域を支える管内企業のものづくり人材の育成・確
保の取組の実施

経営企画
部

8,258

2
平泉の世界遺産登録10周年を契機と
した交流人口拡大推進事業費

広域的な周遊観光の推進や地域食材を生かした魅力的な
地域づくりを進めるとともに、世界遺産登録10周年を迎
える、平泉の文化遺産の価値を発信するコンテンツ整備
を実施

経営企画
部

10,609

合計 18,867

令和３年度　広域振興事業・地域経営推進費(県事業)　事業一覧

№ 事　業　名 事業内容 担当
事業費
（千円）

資料№４
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地域経営推進費　44,565千円

1
南いわて関係人
口創出事業

目的：県南地域と仙台圏との関係性を構築
・仙台圏在住社会人や学生を対象としたワークショップの開催

経営企画
部

3,688

2
国際リニアコラ
イダー受入環境
整備事業

目的：ＩＬＣ関係者の受入体制整備、住民の理解促進
・医療通訳者養成研修会の開催
・ＩＬＣをテーマにした出前授業の開催など

経営企画
部

2,594

3
文化芸術による
県南地域活性化
支援事業

目的：文化芸術とふれあう機会の創出、文化財・文化芸術活動等の魅力
を伝える人材の育成
・文化ホール等の催事企画力等の向上のための研修会の開催

経営企画
部

401

4
スポーツによる
地域連携推進事
業

目的：スポーツへの参加機運の醸成
・県南レジェンドランナーズ（県南地域のマラソン大会をつなぐイベン
ト）の開催
・スポーツによる健康づくり情報の発信など

経営企画
部

1,073

5
「五感市」発展
事業

目的：五感市の開催による伝統産業の魅力発信
・地域イベントであるオープンファクトリー五感市の開催など

経営企画
部

1,156

6

県南広域圏産業
人材確保・定
着・育成等支援
事業

目的：ものづくりをはじめとした地域産業を支える人材の育成・確保及
び地元定着の促進
・教育機関を対象としたキャリア教育等の支援
・企業を対象とした、企業情報の発信や採用力向上支援

経営企画
部

5,284

7
南いわて移住・
定住促進事業

目的：関係人口の拡大や移住・定住の促進
・移住相談会の開催や、管内市町の移住受入体制整備支援

経営企画
部

345

8
平泉・南いわて
観光交流推進事
業

目的：世界遺産登録10周年および東北ＤＣの展開を契機にとした、平泉
を基点とした周遊・滞在型観光の促進
・情報発信ツールの作成
・東北DCに向けた受入態勢整備と情報発信

経営企画
部

5,692

9
南いわて「食の
まち」づくり事
業

目的：食の誘客コンテンツの育成、地域食材・食文化の魅力の発掘
・シェフ交流イベントの開催やシェフ交流イベントに向けた(仮称)シェ
フチーム活動支援
・「食」を目的とした旅行商品造成支援

経営企画
部

2,898

10
輸出促進研究事
業

目的：地元の事業者やインフラを活用した輸出ルートの構築
・釜石港を利用した輸出ルートを構築するための実証実験について新た
な輸送形態を加えた検証の実施
・３か年の実験結果のまとめ公表

経営企画
部

1,395

11
野生鳥獣の被害
対策支援事業

目的：野生鳥獣被害防止に向けた取組の推進
・関係機関との情報交換会の開催
・野生鳥獣による被害防止対策の推進
・捕獲の担い手の確保及び狩猟免許取得の促進

保健福祉
環境部

902

12

県南地域動物愛
護普及促進事業
「県南ねこ会
議」

目的：人と動物の共生についての意識や、猫の適正飼養と終生飼養の推
進について地域で取り組む機運の醸成
・動物愛護思想の普及啓発と動物愛護団体の育成
・猫の譲渡の推進

保健福祉
環境部

997

令和３年度　広域振興事業・地域経営推進費(県事業)　事業一覧

担当事業内容№ 事　業　名
事業費
（千円）
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担当事業内容№ 事　業　名
事業費
（千円）

13
健康づくりのた
めの環境整備促
進事業

目的：事業所等と連携した健康づくりに取り組みやすい環境の整備
・生活習慣病の発症予防、早期発見、重症化予防の取組
・若年期からの健康づくりの取組

保健福祉
環境部

947

14
介護職・保育職
魅力発見事業

目的：将来の進路選択肢の一つとしと、福祉施設等への就職・進学への
動機付け(高校生対象)
・Fukushi・Cafe（福祉カフェ）の開催
・福祉施設の仕事を紹介するＤＶＤの作成

保健福祉
環境部

977

15
障がいのある人
もない人も地域
交流促進事業

目的：障がいのある人とない人との交流の機会の促進、障がいへの理解
促進
・障がいへの理解促進に係る講演会や出前授業の開催

保健福祉
環境部

419

16

いわてオリジナ
ル水稲品種「金
色の風」・「銀
河のしずく」ブ
ランド定着事業

目的：県オリジナル水稲品種「金色の風」「銀河のしずく」のブランド
確立に向けた、生産技術の高位平準化と、継続した応援意識の醸成
・高品質・良食味米生産のための栽培管理技術の高位平化
・消費者や実需者との結びつき強化等による継続したブランド化応援意
識の醸成

農政部 3,106

17
県南地域新たな
園芸産地創造・
発展支援事業

目的：産地を牽引する経営体の規模拡大、実需者ニーズに対応した生産
出荷等による産地拡大の推進
・産地の中核を担う経営体の経営規模拡大の促進
・実需者ニーズに対応した生産出荷等による産地拡大

農政部 1,282

18
県南地域農福連
携体制強化支援
事業

目的：農家の労働力確保と障がい者等の就労の場の拡充と工賃向上
・農福連携に係る普及啓発・相互理解
・農福連携支援員の継続によるマッチング支援・既締結者へのフォロー
アップ

農政部・
保健福祉
環境部

911

19
県南地域企業的
経営体育成支援
事業

目的：産地を牽引する企業的経営体・集落営農法人及び新規就農者の確
保・育成
・経営管理能力の高い経営体（企業的経営体）の育成
・次世代を担う経営体の確保・育成

農政部 1,110

20
世界農業遺産等
認定・地域活性
化推進事業

目的：世界農業遺産の認定に向けた取組を通じた、地域の維持・活性化
・「束稲山麓地域世界農業遺産認定推進協議会」の運営支援

農政部 1,952

21
県南畜産生産の
評価向上対策事
業

目的：畜産産地の評価向上による所得確保、畜産生産基盤の強化による
畜産産地の維持・拡大
・畜産産地の評価向上対策
・畜産生産基盤の強化

農政部 1,626

22
牛伝染性リンパ
腫感染予防モデ
ル事業

目的：牛伝染性リンパ腫の感染防止対策技術の定着を支援による、地域
内の陽性牛（発症牛）の減少
・持続的な畜産産地発展に向けた牛伝染性リンパ腫の感染予防体制の構
築

農政部 1,236

23
西わらびのブラ
ンド化及び産地
維持支援事業

目的：生産量の拡大、ＧＩ登録を契機としたブランド力の強化
・高齢化等で収穫作業が困難なわらび畑解消の仕組みづくり
・西わらびのブランド化支援

農政部 479

24
６次化商品開発
販売支援事業

目的：県南圏域の農業者と実需者（食品事業者等）との関係強化、業務
用需要に対応した取引を拡大による農業者の所得向上
・小ロットBtoB取引のモデル実証

農政部 172

25
“地域の木”身
近に木づかい促
進事業

目的：地域材とふれあう体験活動等を通じた、生活の中に木製品を取り
入れてもらえる環境づくり
・「花巻おもちゃ美術館」の出張展示による木育の推進
・地域材とふれあう体験会の開催

林務部 818

3



担当事業内容№ 事　業　名
事業費
（千円）

26
アカマツ100％
活用促進事業

目的：アカマツの有効利用を促進するための、林地残材の活用システム
の確立
・アカマツの有効活用に向けた関係者間の情報共有を図る
・アカマツの全木集材し未利用材等をチップ化する仕組みの実証

林務部 1,776

27
県南広域原木し
いたけ生産販売
体制強化事業

目的：圏域内原木の供給体制整備による生産等の体制強化、市町や生産
者等との連携により地域ブランドの強化
・栽培管理と所得向上のための生産者支援
・地域ブランドの強化に向けた販売促進活動を支援

林務部 274

28
畑わさび産地づ
くり支援事業

目的：畑わさびの新規生産者の確保、生産者の所得向上の支援
・新規生産者の広域的な確保
・栽培適地と生産者とのマッチング支援
・栽培技術の普及・定着
・遊休農地の栽培検証

林務部 1,055

合計 44,565

4



御　　　　意　　　　見

内　　　　　容 担当部 内　　　　　容

1

　新型コロナウイルス感染症により、障がい者
の就労サービス提供事業所においても、企業か
らの受託作業量の減少や取引停止、イベント等
の中止により授産品の販売量の減少は顕著であ
り、利用者の「工賃」も減少している。国にお
いても、幾つかの施策を示しているが、大変扱
い難いものであり、また、福祉事業所の努力だ
けでは解消できない。このため、工賃の減少に
関する対応策として、以下について検討してい
ただきたい。
①自然災害や感染症等で工賃の減少が明らかな
場合は、県独自予算で減少額の補填をするこ
と。

保健福
祉環境
部

　県独自の補填対応はないが、今後、県社
協や国の影響調査により動向を把握しなが
ら、工賃向上について何かできることはな
いか、対応を検討していく。

2

②優先調達推進法に基づく受注品、受注作業の
範囲拡大、受注額の増額を行うこと。

保健福
祉環境
部

　優先調達推進法による受注については、
かねてから県庁障がい保健福祉課が「ハー
ト購入」として行っているところである。
県においても今まで以上に購入が図れるよ
う、各部局に呼びかけていく。
　また、振興局においても同様に購入促進
に取り組んでいく。

3

　事業運営を行っていく中で、障がい者に対す
る誤解、偏見、差別的な発言や対応が見られ
る。研修会や勉強会で知識として習得しても、
実際に障がい者と向き合うと「誤解、偏見」
「消極的差別」感情が表出する。
「知らない」「分からない」ことが不安感情を
もたらすので、障がい者が地域で活動する機会
をさらに増やしていかなければならないと考え
ている。障がい者への理解を促進するため、岩
手県（又は広域圏）で障がい者（障がい福祉
サービス事業者）が、地域活動を行う事業に関
して財政援助を行うこと（特定の法人に研修会
を委託するのとは異なる）を検討していただき
たい。

保健福
祉環境
部

　障がい者（障がい福祉サービス事業者）
が地域活動を行う事業に関して県の財政援
助はなく、いただいた意見については、県
庁担当課に伝えたい。

№

令和２年度第２回県南広域振興圏地域協働委員会議における御意見に対する対応状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(５月17日現在)

対　応　状　況　・　対　応　方　針

資料№５

1 



御　　　　意　　　　見

内　　　　　容 担当部 内　　　　　容

№
対　応　状　況　・　対　応　方　針

4

　県内でも地震災害、台風被害、豪雨災害が頻
発している中、障がい者の避難計画が全体的に
見えてこない。一人暮らしの在宅障がい者、地
域で暮らすグループホームの障がい者、障がい
者支援施設の障がい者などの避難計画を、地域
ごとに総合的に障がい者を含めた県民（市民）
に示すことが求められていると思う。
　このため、以下について検討いただきたい。
①地域ごとに総合避難計画を作成し、対象者に
示すこと。

保健福
祉環境
部
総務部

【保健福祉環境部】
　県としては、市町村において個別計画が
策定され、災害に備えた事前の対策がなさ
れるよう、研修会や会議の場やヒアリング
等を通じて働きかけてきたところである。
　今後の個別計画の策定に関する支援とし
ては、策定済市町村の情報提供などのほ
か、災害リスクが高い区域に住む避難行動
要支援者について優先的に個別計画を策定
するよう、ヒアリング等を通じて働きかけ
ていくことにしている。
【総務部】
関係法令等に基づき、それぞれの施設・機
関で必要な計画を作成し、取組を進めてい
る。
　なお、地域の避難計画については、市町
村が作成しており、御意見については管内
の市町に伝える。
　令和２年度の県総合防災訓練では、社会
福祉施設における要配慮者の避難誘導訓練
を図上訓練で実施した。

5

②広域圏主導で地域ごとに避難訓練を実施する
こと。

総務部

　避難訓練は市町村または自治会等が主体
となるものである。
　なお、県では、災害発生時における市町
村等関係機関との連携を強化するため、毎
年、総合防災訓練を実施している。
　県の総合防災訓練には、住民が参加する
訓練項目や広域避難に関する訓練項目も設
けられているところである。

6

③福祉避難所を対象者に示すこと。

保健福
祉環境
部

　福祉避難所については、内閣府が定めた
ガイドラインに基づき、市町村が平常時か
ら要支援者本人とその支援者に周知を図る
こととなっている。しかしながら、周辺の
住民を中心とした一般の避難者が殺到する
ことにより機能不全に陥ること等を懸念す
る施設側から、福祉避難所であることを公
表しないよう求められるケースが多く、周
知が進んでいないのが現状である。
　県では、これまでも研修会等により市町
村に周知徹底を要請しているところである
が、今後は要支援者ごとに作成する個別計
画の策定の機会を通じて周知が図られるよ
う、市町村の取組を支援していく。

2 



御　　　　意　　　　見

内　　　　　容 担当部 内　　　　　容

№
対　応　状　況　・　対　応　方　針

7

　地域協働委員会議における委員の意見がどこ
でどのように生かされているのかを明確に明示
すべきと考えるがどうか。

経営企
画部

　地域協働委員の皆様からいただいた御意
見は、対応状況等を取りまとめ、会議後に
回答するとともに、関係部局と情報共有
し、各部等の施策に生かしているところで
ある。
　今後、意見の反映状況についても、可能
な限りお知らせしていく。

8

災害医療関係訓練の自主的訓練の見学につい
て、継続的に実施日等についての連絡を頂けた
ら嬉しく思うが、他の方法で実施日時等が確認
できるのであれば教えて頂きたい。

また、訓練そのものの見学が可能か、見学の
可否の確認ができるものなのかについても併せ
て教えて欲しい。

保健福
祉環境
部

　令和２年度の災害医療訓練については、
新型コロナウイルス感染症に配慮し中止と
した。令和３年度についても、現時点では
開催については不透明であるが、開催する
場合は広く周知する。
　当部からの連絡以外で実施日時等が確認
できる方法については、現在のところ事前
の開催告知等はマスコミに対する情報提供
のみで、一般の方への事前告知は行ってい
ない。
　見学の可否について、当部実施部分は見
学可能であり、医療機関実施部分は各医療
機関の判断によるものとなるが、過去に見
学を行った実績もあることから、当部を窓
口として医療機関の意向を確認する。

9

　県・市町村の総合防災訓練のあり方につい
て、より、実践的な避難訓練を実施することが
重要である。
　上級官庁（教育委員会等）がより効果的な避
難訓練に関する指針を市町村に示すことも必要
と思うがどうか。
　また、避難訓練に関する計画は既に確立され
ているのか。
　さらに、訓練のあり方の見直しも必要に思う
が、県から各市町村（教育委員会含む。）に、
対し助言等は行われているか。行われていない
のであれば助言することは可能か。

総務部

　災害の発生に備えた避難計画や避難訓練
については、災害対策基本法や消防法、水
防法、土砂災害防止法などの法令に基づい
て各主体が必要な計画等を策定し、それに
沿って避難訓練を実施しているところであ
り、国・県・市町村では計画の策定や訓練
の実施について適宜アドバイス等を実施し
ている。
（№５　再掲）
　また、県では、災害発生時における市町
村等関係機関との連携を強化するため、毎
年、総合防災訓練を実施している。
　県の総合防災訓練には、住民が参加する
訓練項目や広域避難に関する訓練項目も設
けられているところである。

3 



御　　　　意　　　　見

内　　　　　容 担当部 内　　　　　容

№
対　応　状　況　・　対　応　方　針

10

　土砂災害警戒区域の未指定地域については、
早めの指定への鋭意努力をお願いしたい。
　更に、次はその地域に準ずる危険性がある地
域をどうするべきなのかを検討する段階である
と考える.
　対策にこれで十分ということはないと思う。
　市町村との連携もあるとは思うが、次を見据
えた対策のため、例えば、住民を集めた危険性
の説明会の開催や災害発生前の安全対応の必要
性についての普及・啓発等を実施してはどう
か。

土木部

　土砂災害警戒区域の未指定箇所について
は、現在、関係市と連携して早期の指定に
向けて取り組んでいるところである。
　一方、ご指摘のとおり、指定箇所以外の
斜面等については、現状では土砂災害防止
法が適用とならないが、土砂災害の発生の
危険性はないとは言い切れないことから、
まずは住民に対する意識啓発を図っていく
ことが大切と考える。
　ついては、市町と連携を図りながら、出
前講座など、土砂災害に対する知識や防災
意識の向上に向けた効果的な取組のあり方
について検討を進めていく。

11

　働きながらの子育ては本当に大変で、頼る人
がいない親の方達はもっと大変だと思う。子育
てしやすい社会になればいいと考えており、県
南圏域の市町において、特に力を入れている取
組を他の市町に波及させることができないか検
討することも一つの方法と思うがどうか。

保健福
祉環境
部

　子育て支援施策は、市町村が主体となっ
て行っている。各市町村では「子ども・子
育て支援事業計画」を策定しており、取組
についてＨＰ等で公開している。また、振
興局では、毎年管内市町の子ども・子育て
支援担当者会議を開催しており、その際に
情報交換等を行っている。

12

　五感市について、多くのメディアに取り上げ
られ、直近２ヶ月のアクセスは、１万ＰＶ、
6600訪問者という結果だった。
　ＺＯＯＭを使った同時通訳のバーチャルツ
アーは、海外の視聴者も参加し可能性を感じて
いる。
　周遊型のオープンファクトリーや、個別企業
でも様々な体験メニューが楽しめる県南地域に
徐々になってきている。
　また、冬の閑散期であっても、世界に向けた
オンライン工房生ライブ、情報発信、ネット
ショップなど、将来の市場開拓を考慮した環境
整備が必要と感じている。
　コロナの影響で、企業活動は極端なシフト
チェンジを求められており、既存のやり方が通
じない状況、売上の確保が難しい状況である。
　多くの失敗も経験すると思うが、広い視野で
可能性を探る取り組み、企業収益につながる取
り組みについて、どのような方法が最適なの
か、話し合いながら、今後も官民一緒に【五感
市】事業の取り組みをできればよいと考えてい
る。

経営企
画部

　五感市は、本年度は新型コロナウイルス
感染症の影響によりオンラインの開催と
なったが、これまでの実行委員会の活動に
より数千人が来場する地域イベントとして
定着してきたと考えている。
　今後は、オンライン開催の成果を生かし
多言語による世界への情報配信や、制作体
験実施期間の拡大など、五感市の更なる発
展に向けて実行委員会と協力しながら、伝
統産業の振興を図るとともに、その魅力の
発信に取り組んでいきたい。

4 
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13

　地域と連携したスポーツツーリズムの振興に
ついて、コロナ禍において中止はやむを得ない
状況ではあったが、県南レジェンドランナーズ
について、追加レースを実施されたことを高く
評価する。
　今後について、コロナ感染状況にもよるが、
県外・海外は難しいと思われるので、その状況
下においては、県民にたくさん体験してもら
い、地域の魅力をＳＮＳ投稿などにより、友
人・知人へと波及を図っていくことが効果的と
考えている。
　沈静化した際には、県民が県外の人におスス
メしたくなる口コミが効果的ではないか。

経営企
画部

　県南レジェンドランナーズについては、
対象のマラソン大会が中止となったとこ
ろ、プロギング等のオリジナル企画を実施
したほか、参加者個人で実施できるオンラ
イン企画を新たに追加し、新型コロナウイ
ルス対策を行いながら、実施したところで
ある。
　新型コロナウイルス感染症の動向も見据
え、岩手県南の交流人口拡大につながるよ
う、ＳＮＳ等も活用しながらスポーツを通
じた地域の魅力発信に引き続き取り組んで
いく。

14

　フォルダが受託しているスポーツアクティビ
ティ事業は、昨年度先導モデルを作り、今も県
内外の方々が体験にきており、そのアクティビ
ティにフォルダ視察に来訪した方々をお連れし
ている。
　そして今期は、そのノウハウについて、選定
した（奥州市はカヌー）新規モデル事業実施者
が学び・体験している。
　また、このような取組が県内に波及していく
ようフォーラムも各地で開催しているので、ぜ
ひ、県南広域振興局とも連動して、スポーツア
クティビティの整備・普及を推し進めていけれ
ばと思う。

経営企
画部

  県では、いわてスポーツコミッションの
取組として実践者や関係機関と連携して質
の高いスポーツアクティビティの県内普及
に取り組んでいるほか、WEBサイトでスポー
ツ施設やイベント情報の発信も行ってい
る。
　また、東京オリンピック2020大会を契機
にスポーツへの関心がさらに高まることが
期待されるため、奥州市のカヌーなど県南
地域の特色のあるスポーツ資源を生かし、
市町と連携して自然豊かな岩手の魅力ある
スポーツアクティビティの普及や情報発信
に取り組んでいく。

15

　観光のあり方がコロナウイルスにより大きく
変化してきており、岩手県として、岩手県南エ
リアとして何を軸にブランディングしていくの
か様々な議論を行うタイミングかと思います。
　観光振興による交流拡大の③海外との相互交
流の推進においては、地域の事業者を巻き込み
ながら、単なる勉強だけに留まらない誘客のた
めのコンテンツづくりに注力していくべきと考
える。
　また、当然ながら他地域との競争になると思
うので、マイクロツーリズムに焦点をあてるの
か、もしくは来たるべきインバウンド復活の先
行投資を行っていくのか、予算配分を含め、も
う一度方針を検討していっても良いのではない
か。

経営企
画部

　新型コロナウイルス感染症の影響により
県全体の観光施策も見直しを余儀なくされ
ている。本庁観光・プロモーション室や管
内市町等とも情報を交換し、コロナ収束後
の状況やニーズの変化を踏まえた施策を検
討していきたい。
　また、観光コンテンツづくりに関して
は、主に国内向けを中心に、東北デスティ
ネーションキャンペーンに向けた観光素材
を、市町とともに整備を行い、同キャン
ペーンのホームページ上で公開を行ってい
る。今後の観光トレンドの変化も踏まえな
がら、さらなるコンテンツの磨き上げ、観
光事業者も巻き込んだ観光地域づくりにつ
なげていきたい。

5 
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16

　今年度は新型コロナウイルスの収束が見えず
感染症予防に対する対策等も重なり苦慮された
ことと思う。
　そのような中でもＳＮＳを活用した情報発
信、収束後の誘客に向けた取組、感染症対策支
援施策に係る説明会など臨機応変な対応が成さ
れており、来年度からの事業に繋がる取組みで
あると思う。
　歴史と文化は一般の旅行目的の上位にあげら
れ、修学旅行の目的地を決める上でも重要なポ
イントになっており、この「平泉の文化遺産」
を中心とした観光振興について今後も継続した
事業を行っていただき、広域観光のルート提案
についてもお願いしたいと思う。

経営企
画部

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、テレワークの普及やICTの利活用など、
観光のみならず社会におけるあり方が大き
く変化し続けており、今後もその状況に応
じて、適時適切な施策を進めていく必要が
あると考える。
　「平泉の文化遺産」は今年登録から10年
を迎え、改めて国内外においてその価値を
見つめなおす機会になっている。また、教
育旅行についても新型コロナウイルス感染
症の影響等により方面見直しの動きが出て
おり、「平泉の文化遺産」をはじめとする
本県の多様な文化資源をつなぎ、広域的な
観光周遊につながるよう、圏域及び県際を
越えて市町や関係機関と連携しながら取組
を進めていきたい。

17

　道路のアクセス環境が良くなった事は生活の
利便性を高める事はもちろんですが旅行誘致の
際の強みにもなっていると実感している。
　道路整備についても継続した事業をお願いし
たい。

土木部

　いわて県民計画地域振興プラン（県南広
域振興圏）において、「観光地へのアクセ
ス向上や地域の魅力を高めるための道路整
備の推進」を図ることとしており、これま
で国道396号上宮守地区が完了するなど、他
地区においても整備を推進しているところ
である。
　ご指摘のとおり、継続して必要な道路整
備を推進していく。

18

　国内外への取引拡大の推進について、商談会
の中止等はあったが、今後を見据えたネット
ショップ開業セミナーの開催や釜石港での物流
ルート構築実証実験等、国内外の販路拡大に繋
がる取組みが行われており事業の継続が販路拡
大にも繋がると思う。
　商談会には試食提供なども欠かせないが、そ
の場面に応じた取組みを行い（コロナ対策）中
止ではなく開催できる方向で検討いただくと良
いと思う。
　

経営企
画部

　新型コロナウイルスの影響により市場が
拡大しているネット通販への参画を促すた
めの取組、また、海外市場に販路を求める
事業者への輸出促進の取組を引き続き行う
ことで、国内外への販路開拓を支援してい
く。
　また、２月24日に開催した南いわて食産
業クラスター形成ネットワーク及び県南局
が主催する食のビジネス交流会は、感染症
対策を講じながら開催することとしたもの
であり、今後もできるだけ商談の機会を提
供できるよう工夫に努めていく。

19

　ＨＡＣＣＰ導入支援についても説明会への参
加者も多く今後さらに求められる分野であるこ
とから、取組の継続をお願いしたい。 保健福

祉環境
部

　事業者がＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に
円滑に取り組むことができるよう、導入に
向けたワークショップ等の開催や導入後の
運用に係る相談対応等、各事業者の段階に
応じたきめ細かい助言・指導を継続する。

6 
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20

　地域の「文化芸術」と述べる場合、近年の傾
向として、その地域で脈々と受け継がれてきた
人々の営みや風土、土地の歴史、食など、地域
に根差したすべての営みにつながりあって、
「文化」や「芸術」として再発見されているよ
うに思われる。
（参考；秋田工芸美術大学のフィールドワーク
の成果など）
　その中で、行政施策における「文化芸術」は
かなり狭義になっており、縦割りのカテゴリー
として固定化されてしまっているように思う。
　さらに、「文化芸術」と「発信」が当然のよ
うにセットで語られてしまうと、本来の文化芸
術のよさ、地域の豊かさやその本質が見えなく
なってしまうのではないか。
　無形だからこそ強かな文化や芸術には、それ
を扱う人間の柔軟さも絶えず求められていると
思う。

経営企
画部

　県においては、民俗芸能をはじめとし
て、様々な文化活動に取り組む団体への支
援を行っている。
　今年度はコロナ禍においても文化芸術活
動を継続できるよう、新たにいわて文化芸
術活動支援事業費補助を創設し、県内で活
動する文化芸術団体の支援を行っている。
　県南広域振興局においても、来訪者に地
域の魅力を伝える観光ガイドを対象に伝統
文化を学ぶ研修会を開催するとともに、文
化芸術コーディネーターと連携して市町の
文化行政担当者や文化ホール担当者を対象
とした企画力向上のための研修会を実施
し、様々なカテゴリーにおける文化芸術を
活かした地域づくり・人づくりに取り組ん
でいる。

21

　コロナによって、インバウンド戦略を棒に
振ってしまった今、地域の文化芸術の受け手は
やはり地元岩手県南の人間しかいない。
　経験上、外の人間より、中の人間相手に地域
の文化の魅力を知ってもらう方が難しいと思
う。その機会もとても少ない。
 このような状況だからこそ、地域のための文化
芸術の豊かさ・面白さについて、小中高校など
の取り組みなど次世代の子ども達への教育の中
で育むべきだと思う。

県南教
育事務
所

　管内の小・中学校では、地域で活動して
いる芸術家や芸術団体、伝統芸能保存会の
方を講師に、郷土学習の一環として、体験
活動を行ったり、地域の歴史や地域振興等
を学んだりしている。また、学校行事にお
いて、伝統芸能を披露している学校が多
く、さらに教育振興運動や放課後子供教室
等の活動として、地域で取り組んでいると
ころもある。
　学校間の交流や発表の場として、各市町
で中学校総合文化祭や連合音楽会が行われ
ており、児童や生徒にとって郷土の良さや
芸術、伝統芸能の楽しさを知る機会となっ
ている。
　令和３年８月には、盛岡市で開催される
全国中学校総合文化祭において、一関市立
舞川中学校の「行山流舞川鹿子踊」がス
テージ発表されることになっており、学校
と地域が協働して、子どもたちを育てる体
制作りが図られている。
  今後も各小・中学校での連携体制構築強
化を支援していきたい。

7 
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22

　冒頭の「現在の文化芸術」の有り様にもつな
がるかと思うが、この転換期にこそ文化芸術を
生かせる場面がたくさんあると思う。
　広く深く見据えていただきたい。

経営企
画部

　県では、コロナ禍においても、県民が伝
統文化や文化芸術にふれあう機会を創出す
るため、リモート出演やオンライン配信な
ど新たな手法で文化芸術の発表の場の確保
と発信に取り組んでいる。
　なお、「若者文化補助金事業費補助金」
を活用した「いわて高校演劇ONLINE
SHOWCASE」は、オンライン上で講座や演劇
の上演を行うなど新たな手法で展開し、将
来の担い手の育成に取り組まれており、こ
のような活動への支援も継続していきた
い。

8 



県南広域振興圏地域協働委員設置要綱 

 

（設置） 

第１ 県南広域振興圏における地域の目指すべき姿を明確にし、施策の方向性や具体的な推

進方策等について官と民が協働により推進するため、県南広域振興圏地域協働委員（以下

「委員」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２ 委員は、次の事項について県南広域振興局長（以下「局長」という。）と意見交換を

行い、及び委員の会議（以下「会議」という。）で協議するものとする。 

(1) いわて県民計画に関すること。 

(2) 県南広域振興局施策評価等に関すること。 

(3) 県と市町及び関係団体等との具体的連携（機能分担）の推進に関すること。 

(4) その他局長が必要と認める事項に関すること。 

（委員） 

第３ 委員の定数は、20人以内とする。 

(1) 委員は、県南広域振興局管内に在住又は勤務する有識者及び公募に応じた者のうちか

ら、局長が委嘱する。 

(2) 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第４ 会議は、必要に応じて局長が招集し、主宰する。 

２ 局長は、必要がある場合は、委員以外の者の出席を求めることができる。 

（庶務） 

第５ 委員に係る庶務は、県南広域振興局経営企画部企画推進課において処理する。 

（補則） 

第６ この要綱に定めるもののほか、委員に関し必要な事項は、局長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成18年11月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成22年４月26日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成23年10月18日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成25年５月７日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成27年５月15日から施行する。 

２ 平成27年度に委嘱する委員の任期は、第３の規定にかかわらず、委嘱の日から平成29年

３月31日までとする。 

資料№６ 


